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はじめに 

 

建設業は国家を形成する基幹産業であり、その投資額の多さ、従事する者の多さなどを

見てもその重要性は揺るぎないものであります。 

現在、この建設業を支える大きな要素であります建設技能者は、新規入職者の減少、高

い離職率等により、高齢化が進み、減少してきています。 

 

原因は様々なことが考えられますが、何より年収の低さ、職場環境の悪さ、退職後の生

活への不安等により、ものづくりの達成感を実感できるという建設業本来の魅力が感じら

れなくなってきているということが大きいでしょう。 

ビルや道路、鉄道などいわゆる建設業の成果物は、基本的に一品生産でそれぞれが異な

ったものであり、かつ現地生産であるので、製造業の成果物たる工業製品などとは異なり、

多種の技能者によって初めて建設されうるものであります。 

 

しかしながら、我々は現在の建設技能者が高齢化し入職者が少ないという状況に対して、

近い将来、熟練した建設技能者が枯渇し建設業が産業として成り立たなくなるのではない

かという危惧を感じています。 

今回、この提言のとりまとめを担当した労働・生産システム委員会に課せられた使命は、

この厳しい現状をいかに打破し、将来に健全な建設業を継続させるためにどのような取り

組みが必要かを検討することにありました。 

 

この提言で示した内容は、我々元請にとって痛みを伴うものかも知れませんが、今手を

打っていかなければ、将来、建設業も成り立たなくなってくるという危機感を共有して対

応すべきとの考えに立ち、まとめたものであります。 

 

今回の提言は、建設業の将来を担うであろう若年建設技能者の確保・育成ということを

念頭に置いたものであり、そのために必要である取り組みに絞ってまとめております。 

その内容は直接若年建設技能者の入職につながる対策から、建設業が内包する構造的な

問題の解決に向けた対策など幅広いものとなっています。 

本提言が、今後の建設技能者の確保・育成推進の一助となれば幸甚であります。 

 

最後に、提言のとりまとめにご尽力いただいた人材確保・育成専門部会委員の方々に感

謝申し上げますとともに、ご協力を賜りました（社）建設産業専門団体連合会をはじめと

する関係各位の皆様に、心より御礼申し上げます。 

 

２００９年４月

 

社団法人日本建設業団体連合会

労働・生産システム委員会

委員長  加 藤 久 郎 
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 ３．技術の継承に関する提言 
 

  （１）教育 
 

  【提 言】４ 教育への支援 
 

4-1．技能資格を有している入職者への支援 

①工業高校の中には、在学中の資格取得を奨励して取得のための学習支援体制を図っ

ているところもある。 

②学生時代に技能資格に関心を持つ機会を与えることは、建設技能者としてのものづ

くりのおもしろさを喚起し、将来の建設技能者の道に進む人材の広がりをもたらす

面で有効である。 

③しかしながら、技能資格取得費用は学生個人の負担となっており、受験意欲の足か

せとなっている。 

④このため、高校等在学中に技能資格を取得し、建専連傘下企業に入職した者を対象

にして在学中に負担した費用の一部を日建連が補助する。 

     〔 5,000 円～／人  初年度予算 500 万円 〕 

 

【現状・課題および提言内容】 

工業高校の中には、在学中に将来の建設技能者として独り立ちするための資格取得を奨

励し、そのための学習支援体制の拡充を図っているところもある。 

その学習支援体制は、実践的実習（測量・足場・建設機械・型枠・溶接・玉掛・コンク

リート・鉄筋加工および組立）を中心とした教育課程を編成し 3 年間で取得する実習科目

の総単位数は 14～16 単位を確保し、実践力の向上を図っている。 

また、資格取得については、在学中に電気工事士やガス溶接測量士、玉掛、クレーン技

能士など 18 種類の受験を奨励し、そのために外部から講師を招いての特別教育や技能講習

などの指導も実施している。 

しかしながら、受験にかかる費用（例えば、玉掛=1 万 8,000 円程度、型枠=1 万 2,000 円

程度）は個人負担となっているため、生徒や保護者の負担が大きく、受験意欲の足かせと

なっている現状である。 

学生時代に技能資格に関心を持ってもらうことは、建設技能者としてのものづくりの面

白さを喚起するとともに、将来の建設技能者の道に進む人材の広がりをもたらす面で有効

である。 

そのため、高校等在学中に技能資格を取得し、建専連傘下企業に入職した者を対象にし

て在学中に負担した費用の一部を日建連が補助する。 

図表 17 のとおり、高校等を卒業後、建専連の傘下企業に入職した者が高校等在学中に資

格を取得していた場合に、①個人が建専連へ申請、②建専連が支援対象者を選定、③日建
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高校生（資格取得者）

建専連 傘下企業入職

建専連 対象者選定

日 建 連

申請 支払

提出･報告 支払

提出・報告内容の確認・承認

連へ補助金を申請、④日建連がその資格取得費用の一部、一人当たり 5,000 円～を建専連

へ支払い、⑤建専連が個人へ支払うこととする。 

当面は一人当たりの補助 5,000 円～を予定とするが、今後、入職状況人数等を考慮して

建専連と協議の上改善していく。 

 

図表 17 技能資格を有している入職者への支援のイメージ 

 

                            【初年度予算】 

                             ・５００万円   

                            【１人当り支援金】 

                             ・５，０００円 

                            【対象者数】 

                             ・１，０００人 

                            【資格取得費用例】 

                             ・玉掛＝１万８千円 

                             ・型枠＝１万２千円 

                             など 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建専連 選定 

 【初年度予算】 

  ・500 万円 

   （5,000 円～／人） 

（参 考） 

 【資格取得費用例】 

  ・玉掛＝１万８千円程度 

  ・型枠＝１万２千円程度 

・玉掛   1 万 8,000 円程度 

・型枠   1 万 2,000 円程度 

・電気工事士  9,000 円程度 
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4-2．工業高校教師への技能訓練実施支援 

①工業高校の教師の中には、建設現場の経験が少なく、建設技能の実態にふれていない

教師もいる。 

②既に、工業高校の教師を対象に現場の実務を習得するための技能訓練が富士教育訓練

センターで実施されている。 

③受講した教師は「学生にものづくりの面白さを自信を持って教えることが出来るよう

になった」と好評を得ている。しかしながら、現在の技能訓練は費用の面等から参加

人数が限られているのが実状のため、なるべく多くの人が参加できるようその費用の

一部を日建連が補助する。 

〔 初年度予算 100 万円 〕 

 

【現状・課題および提言内容】 

工業高校の教師には、建設現場の経験が少なく、建設技能の実態にふれていない教師も

いる。そのため、学生への指導は、技術的にも技能的にもものづくりの面白さを伝えるこ

とができない状況にある。 

現在、富士教育訓練センターでは、工業高校教師を対象としたカリキュラムを編成し技

能訓練を実施している。しかしながら、研修費用には教育訓練負担金、宿泊・食事代の参

加費用約 32,000 円がかかる他に交通費も必要となる。2008（平成 20）年度は、6 名の参加

に留まっている。 

技能訓練を受講した教師からは、学生にものづくりの面白さを自信を持って教えること

が出来るようになったと好評を得ている。教師が自ら現場の汗を知り、建設現場の作業内

容を学生に指導してもらうことは、学生に対して作業内容の理解と即戦力となる人材育成

につながる。このため、工業高校教師に富士教育訓練センターを利用して技能を身につけ

てもらい、学生の指導に当たってもらうことは必要である。 

研修費用には参加費用の他に交通費が必要となり、負担が大きいことから教師がなるべ

く参加しやすいように、参加費用の一部を日建連が補助し教師の技能取得を支援する。 
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4-3．専門工事経営者等への教育実施支援 

専門工事業者の中には、会社経営のノウハウに不足していたり、あるいは後継者の

育成に悩んでいる方もいる。現在、これらを対象に一日講習を実施しているけれど

も、富士教育訓練センターにカリキュラムを設置して経営教育等を実施し、その費

用の一部を日建連が補助する。 

〔 初年度予算 100 万円 〕 

 

【現状・課題および提言内容】 

建専連では、毎年 1 回企業経営者を対象とした講演会を開催している。 

講演会の内容は、景気の現状、建設業の現状やその時々の話題性のある講演が多く一般的

な内容となっている。 

 年 1 回という回数や、講演内容が一般的な内容となっているため、実践的な経営者向け

の教育とは言いがたい状況である。 

富士教育訓練センターでは、業界のニーズに応じたカリキュラムを編成して対応を図っ

ている。専門工事業者の社長や後継者の企業経営教育コースのカリキュラムを新しく編成

し、後継者等への教育を図る。後継者等が参加しやすくなるようその参加費用の一部を日

建連が補助し後継者の育成を支援する。 
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4-4．工業高校への講師派遣およびインターンシップ制度への支援 

工業高校への講師派遣およびインターンシップ制度への支援・充実について、日建

連として、会員企業からの講師派遣、インターンシップ受け入れの現場選定等、(財)

建設業振興基金と協力して拡充を図っていくこととする。 

 

【現状・課題および提言内容】 

1993（平成 5）年に、（財）建設業振興基金を事務局として、建設産業への若年者の入職

促進、人材の確保・育成・定着など幅広い人材対策を推進するために、国交省をはじめ関

係行政機関や建設産業団体等から構成する建設産業人材確保・育成推進協議会が設立され

た。この協議会において、インターンシップへの資金面での支援等が実施されている。 

日建連も構成団体として参画しているけれども、インターンシップ制度への支援等、積

極的に実施してこなかった。今後は建設技能者の人材確保・育成の観点から、（財）建設業

振興基金の建設産業人材確保・育成推進協議会の協力を得ながら、日建連として、会員企

業から工業高校への講師派遣、インターンシップ受け入れの現場選定等、支援していきた

い。 

 

 








